
令和 6年度第 2回 士別市地域公共交通活性化協議会 てん末

令和 6(2024)年 7 月 2 日 書面による協議

＜福祉タクシー導入に関する生活交通改善事業計画の策定について＞

株式会社士別ハイヤーにおいて、国土交通省の地域公共交通確保維持改善事業を活用し

福祉タクシーを導入するため、「生活交通改善事業計画」を協議会として作成する必要があ

ります。

つきましては、別紙のとおり計画原案を作成しましたので、福祉タクシー導入の趣旨・

内容等を確認のうえ下記承認欄に回答いただき、事務局までご提出をお願いします。

上記の結果、全委員が承認したことから、別紙原案のとおり策定する。



生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業）

令和 6(2024)年 7 月 12 日

（名 称）士別市地域公共交通活性化協議会

（代表者名）会長 士別市副市長 法邑 和浩

１．生活交通改善事業計画の名称

令和 5年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通バリア解消促進等事業）

２．バリアフリー化設備等整備事業の目的・必要性

人口減少と少子高齢化が急激に進む本市では、高齢者の方が、今後も健康でいきいきと暮らす

ことを目的に、外出支援事業など各種取り組みを進めており、障がいのある方の社会進出につい

ても進んでいる状況にあり、高齢者や障がい者など誰もが安全で快適に利用できる交通環境の整

備が求められており、災害時における移動の不便を解消にするため、さらに福祉タクシー車両の

導入・整備が必要であると考える。

３．バリアフリー化設備等整備事業の定量的な目標及び効果

（１）事業の目標

現在、地域内で 3台保有している福祉タクシーを令和 6年度内に 1台増台する

（２）事業の効果

福祉タクシー車両を導入することにより、車いす利用者等の移動への負担が軽減され、移動の

円滑化が図られるとともに、これまで自家用車で送迎されていた車いす利用者などが福祉タク

シーの利用に移行することも見込まれることから、公共交通利用者の増加が期待できる。

４．バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者

（１）事業の内容：実施事業者（補助対象事業者）

（内容）福祉タクシー車両の導入 1台：株式会社士別ハイヤー

（実施事業者（補助対象事業者）の身体・知的・精神の 3区分における運賃割引率について）

身体障害者手帳、又は療育手帳制度（昭和 48 年 9 月 27 日付け厚生事務次官通知）に規定する知

的障害者療育手帳の交付を受けている者を対象とし、当該手帳を提示したときに 1割引きとする

（実施事業者（補助対象事業者）における特定地域での減休車の状況について）

・対象外

（２）関連事項

〈バス車両の導入に係る事業〉該当なし

〈福祉タクシー車両・共同配車センターに係る事業〉

・士別市が実施している特定地域に居住している市民対象のスクールハイヤーや観光施設等へ

の移動手段の確保事業に、株式会社士別ハイヤーが導入を予定している福祉タクシーの活用を進

め、行政と事業者が連携し利用者に優しいまちづくりを進める。

・士別市と株式会社 士別ハイヤーで「災害時における緊急輸送等に関する協定」を締結して

おり、災害発生時に行政と事業者が連携して対応することが可能。

〈バスターミナルに係る事業〉 該当なし



【本計画に関する担当者・連絡先】
（住 所）士別市東 6条 4丁目 1番地
（所 属）士別市総務部企画課まちづくり推進係
（氏 名）竹下 祐輔
（電 話）0165-26-7790
（e-mail）kikakuka@city.shibetsu.lg.jp

５．バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

令和 6年度（当該年度） ※総事業費については見込み額。

事業の名称
総事業費

割合

国費

割合

都道府県負担

割合

市区町村負担

割合

事業者負担

割合

福祉タクシー

の導入事業

2,238 千円 600 千円 0千円 0千円 1,638 千円

100％ 27％ 0％ 0％ 73％

合 計
2,238 千円 600 千円 0千円 0千円 1,638 千円

100％ 27％ 0％ 0％ 73％

令和 7年度（翌年度）

事業の名称
総事業費

割合

国費

割合

都道府県負担

割合

市区町村負担

割合

事業者負担

割合

合 計

６．計画期間

以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載

年度
事業の名称

令和６年度 令和 年度 令和 年度

4月 9月 12 月 3月 4月 9月 12月 3月 4 月 9 月 12 月 3 月

福祉タクシー

の導入事業

７．協議会の開催状況と主な議論

令和 6年 7月 12 日、令和 6年度第 2回士別市公共交通活性化協議会（書面開催）にて、生

活交通改善事業計画について承認

８．利用者等の意見の反映

現在の福祉車両利用者に個別聞き取り（乗車時）

９．協議会メンバーの構成員

関係市区町村 士別市

交通事業者等
上川北部ハイヤー協会士別支部、士別軌道株式会社、

道北バス株式会社、北海道旅客鉄道株式会社 士別駅

地方運輸局 旭川地方運輸局

その他協議会が必

要と認める者

士別市自治会連絡協議会(中央地区、上士別地区、多寄地区、温根別地

区、朝日地区)

士別市社会福祉協議会、士別商工会議所、士別市ＰＴＡ連合会

士別翔雲高等学校

北海道開発局旭川開発建設部士別道路事務所

上川総合振興局地域創生部地域政策課、旭川建設管理部士別出張所

私鉄総連北海道地方労働組合士別軌道支部

交付決定日着手

2 月 28 日完了

１台


